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川崎市の財政状況について
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1.  川崎市の現状
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・神奈川県の東北端に位置

・北は東京都、南は横浜市、西は多摩丘陵、東は東京湾に隣接

人口　　　人口　　　1,306,0211,306,021人人

　　　　　　（平成　　　　　　（平成1616年年1010月月11日現在の推計人口）日現在の推計人口）

　　　　　　男性　　　　　　　男性　675,919675,919人人

　　　　　　女性　　　　　　　女性　630,102630,102人人

1-1.　　市勢概要11--1.1.　　市勢概要　　市勢概要

臨海部：重化学工業

工場群と事務所

内陸部：住宅・事務所が密集

丘陵部：急激な宅地化

川崎市の面積
144.35km2
川崎市の面積

144.35km2
1 川　崎　市 10.9
2 福　岡　市 9.9
3 千　葉　市 9.7
4 横　浜　市 9.7
5 東京都区部 8.4
6 札　幌　市 7.1
7 神　戸　市 4.1
8 名 古 屋 市 3.8
9 広　島　市 3.6

10 大　阪　市 3.4
11 仙　台　市 3.3
12 京　都　市 ▲ 0.8
13 北 九 州 市 ▲ 2.4

人口増加率

【 大都市人口増加率ランキング（平成14年度） 】

出所：「大都市比較統計年表（平成14年度）」、大都市統計協議会

（‰ ）

※平成14年10月1日時点の人口に基づいて算出しております。
※ 人口増加率＝増加数÷人口×1,000
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大手企業をはじめとした研究開発拠点の集積都市大手企業をはじめとした研究開発拠点の集積都市

1-2.　　「研究開発型都市」としての川崎市11--2.2.　　「研究開発型都市」としての川崎市　　「研究開発型都市」としての川崎市

ハイテクラインのJR南武線の沿線には、
200を超える研究開発機関が集積

㈱東芝：研究開発センター
　・幸区小向東芝町

日本電気㈱：玉川ルネッサンスシティ／中央研究所
　・中原区下沼部

富士通㈱：本店／富士通研究所
　・中原区上小田中

昭和電工㈱：研究開発センター
　・川崎区扇町
　・川崎区大川町

JFEスチール㈱：スチール研究所／JFE技研
　・川崎区南渡田町

【KSP内】：高津区坂戸
○富士ゼロックス㈱：KSP事業所
○日本ロレアル㈱：研究開発センター
○富士通日立プラズマディスプレイ㈱：本社

デル㈱：日本法人本社
　・幸区堀川町

味の素㈱：各種開発センター／研究所
　・川崎区鈴木町

学術研究機関及び情報サービス業に
従事する人の比率は日本一

（千名）

■学術研究機関及び情報
　 サービス・調査業の従業員
　比率ともに全国主要都市
　一位の割合。

■学術研究機関及び情報
　 サービス・調査業の従業員
　比率ともに全国主要都市
　一位の割合。

キヤノン㈱：玉川事業所
（バブルジェットプリンタ本体・化成品の開発 ）

　・高津区下野毛

出所：「大都市比較統計年表（平成14年度）」、大都市統計協議会

サントリー㈱：商品開発センター
　・中原区今井上町

㈱日立製作所：システム開発研究所
　・麻生区王禅寺
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一般会計：収益の無い事業（福祉、教育、道路整備等）を行う会計一般会計：収益の無い事業（福祉、教育、道路整備等）を行う会計

1-3.　平成16年度歳入について11--3.3.　平成　平成1616年度歳入について年度歳入について

県や市町村が自主的に収入
できる財源で、市税、使用
料、財産収入などがこれに
あたります。

市税（４８．３％）
歳入総額
５，２１０億円

自主財源
　3,457億円
　(66.4％）

諸収入
（９．０％）

繰入金
（３．２％）

使用料・手数料
（３．２％）

その他
（２．７％）

市債
（１２．５％）

依存財源
1,753億円
(33.6％）

国庫支出金
（１２．４％）

地方消費税交付金
（２．２％）

地方特例交付金
（１．８％）

県支出金
（１．３％）

地方交付税
（０．２％）

その他
（３．２％）

国が徴収した税金を、す
べての自治体が一定のサー
ビス水準を維持できるよ
うに、制度として配分す
るものです。

市民税、固定資産
税など、みなさん
が市に納める税金
の総称です。

施設の建設などの
特定の事業を行う
場合、国が負担や
補助をするお金の
ことです。
その事業以外に、
お金を使うことが
できません。

道路整備や公共
施設などの建設
の財源として、
長期の借入れを
行うものです。

国や県から交付され
たり割り当てられた
りする財源で、国庫
支出金、市債、地方
交付税などがこれに
当たります。

※平成１６年度予算より
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1-4.　平成16年度歳出について11--4.4.　平成　平成1616年度歳出について年度歳出について

歳出の性質別分類歳出の性質別分類

歳出総額
５，２１０億円

義務的経費
　2,549億円
（48.9％）

扶助費
（１５．９％）

公債費
（10．5％）

補助事業
（５．０％）

投資的経費
802億円
（15.4％）

単独事業
（１０．４％）

補助費等
（１０．８％）

物件費
（１０．７％）

人件費
（２２．５％）

その他
（３．０％）

繰出金（５．３％）

貸付金（５．９％）

その他の経費
1,857億円
（35.7％）

国民健康保険事業などの
特別会計に支出する経費
など。

光熱費、消
耗品や施設
の維持管理
などの経費。

福祉施設や
下水道事業
等の運営に
対する補助
金など。

道路や学校等の建設費
などで、国の補助をう
けるものと、市の単独
で行うものがある。

借入金の返済金。

生活保護費、保育所
の運営費や医療費、
介護費用等、福祉関
係に要する経費のこ
と。

職員の給料など。

人件費、扶助費、公債
費を合わせて義務的
経費。
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1-5.　市の予算を家計簿化すると11--5.5.　市の予算を家計簿化すると　市の予算を家計簿化すると

年収５００万円（月収４１万６，７００円）と仮定します

イメージしやすいように、市の予算を家計簿として置き換えてみると････

一般会計の15年度末市債残高＝ 8,806億円
　

（年収500万円の家計に換算してみると）

1,274万円のローン残高

借金はどうなっているかというと･･･

市税などの自主財源

307,300 円

831 億円
億円

人件費 1,173 億円
食費、医療費、ローン
の返済などの固定的

1,100 億円

国・県支出金等

3,457

入院中のおばあちゃんの医
療費の親戚負担分など

416,700 円
扶助費

収　　　　入

１６年度予算
（一般会計）

１６年度予算
（一般会計）

１ヶ月の家計
に例えると

億円

545 億円

860 億円

投資的経費・維持補修費

 支出計

物件費

公債費

市債発行

628,100

103,700

車の購入・自宅の増改築・修
繕費

下宿している子供への
仕送りなど

150,100 円

5,210 円 支出計 収入計 億円5,210

653 億円

 収入計 円628,100

義
務
的
経
費

132,600 円

円78,800

各種ローンの借入金

給料・パート収入

67,000 円

1,245 億円

556 億円 光熱費・被服費等

な経費

繰出金・補助費・出資金・ 貸
付金等

支 　　　出

１ヶ月の家計
に例えると
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1-6.　10年前との比較　　～税収（給与）が減り、経費増で借入金が増えました～11--6.6.　　1010年前との比較　　年前との比較　　～税収（給与）が減り、経費増で借入金が増えました～～税収（給与）が減り、経費増で借入金が増えました～

※（　）の中は、予算の内容と予算額

収入が減り、経費増のギャップ（不足分）は、国・県支出金や市債（借入金）で賄ってきた結果、

給与・パート収入　
（市税などの自主財源）

入院中のおばあちゃ
んの親戚負担分等
（国・県支出金等）

各種ローン
（市債発行）

454,700円
（3,772億円）

416,700円
（3,457億円）

132,600円
（1,100億円）82,900円

（687億円）

64,000円
（531億円）

78,800円
（653億円）

収　入 支　出

平成６年度
　601,600円
（4,990億円）

平成１６年度
　628,100円
（5,210億円）

154,300円
（1,280億円）

141,400円
（1,173億円）

100,200円
（831億円）

42,200円　
（350億円）

46,200円
（383億円）

168,300円
（1,396億円）

137,600円
（1,141億円）

53,000円
（440億円）

65,700円　
（545億円）

103,700円
（860億円）

150,100円
（1,245億円）

67,000円
（556億円）

食費等
（人件費）

自宅の増改築・修繕費等
（投資的経費・維持補修費）

医療費等
（扶助費）

ローン返済等
（公債費）

下宿している子供への
仕送り等（繰出金・
補助費・貸付金等）

光熱費等
（物件費）

市税などの収入は減少して
います

しかし、扶助費や公債
の返済が増えており、
固定的な経費は増え、
10年前と比べると財政
は厳しくなっています

義務的経費

平成６年度
　601,600円
（4,990億円）

平成１６年度
　628,100円
（5,210億円）

ローン残高は、平成5年度末 542万円 ⇒ 15年度末 1,274万円へ2.3倍に膨らみました。
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1-7.　財政再建の必要性11--7.7.　財政再建の必要性　財政再建の必要性

将来の財政負担拡大を避けるため、行財政改革に平成14年から着手将来の財政負担拡大を避けるため、行財政改革に平成14年から着手

　固定的経費の増大　固定的経費の増大
■ 扶助費負担の増大
■ 重い人件費負担
■ 公債費負担の増大　
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【【 市税収入の推移市税収入の推移 】】

市税収入は減少傾向市税収入は減少傾向

（10億円）

川崎市財政の問題点の分析･･硬直化進む歳出構造硬直化進む歳出構造

平成14年に阿部市長就任後、詳細に調査したところ、歳入の減少と歳出構造の硬直化で
その時点で考えられる財源対策を講じたとしても、財政再建団体に転落する危機的な状態でした。

市債残高は年々増加市債残高は年々増加
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2.  川崎市の行財政改革
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今後の環境変化に備えた行政サービスを効果的・効率的に
行なっていくための行財政改革プラン（平成14年策定）
今後の環境変化に備えた行政サービスを効果的・効率的に
行なっていくための行財政改革プラン（平成14年策定）

2-1.　適正な財政運営の取組み22--1.1.　適正な財政運営の取組み　適正な財政運営の取組み

■■ 行政体制の再整備行政体制の再整備
　　　　・職員数の削減：平成15年度～平成17年度の3年間で1,000人
　　　　・給与制度の見直し：各種手当の削減
　　　　・組織機構の改革

■■ 公共公益施設・都市基盤整備の見直し公共公益施設・都市基盤整備の見直し
　　　　・費用対効果に基づく公共事業の投資基準の選定

■■ 市民サービスの再構築市民サービスの再構築
　　　　・市民参画による地域主体のまちづくり
　　　　・社会環境の変化に合わせた市民サービスの再構築
　　　　・効率的／効果的な市民サービス供給システムの構築
　　　　・公平性の観点に立った受益と負担の関係の適正化

A： 実施するのが妥当と判断される事業（28）
B： 検討を要すると考えられる事業（7）
C： 抜本的見直しを要すると考えられる事業（10）
D： 改革期間の3年間は着手を見送る事業（11）
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2-2.　行財政改革の目標22--2.2.　行財政改革の目標　行財政改革の目標

■目標1
・ 7年後（平成21年度）に従来手法を併用し
　 ながらも、収支が均衡すること

■ 目標2
・ 平成21年度の人件費の構成比が17.5%
　　（平成14年度政令指定都市平均）となること

■ 目標3
・ 人件費以外の全項目についても、段階的な

　　 見直しを図る
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2-3.　行財政改革の実施例22--3.3.　行財政改革の実施例　行財政改革の実施例

　行政体制の再整備

市民サービスの
再構築

公共公益施設
都市基盤整備
の見直し

職員の削減

３年間で約１,０００人削減
１５年度は４５７人削減
１６年度は４１９人削減
　　（予算定数ベース）

特殊勤務手当ての見直し

廃止１７手当、見直し１５手当
（効果額　１億８，０００万円）退職手当の見直し

支給割合の見直しなど
（効果額５億３，０００万円）

給与改定による削減

基本給のマイナス改定、期末・勤勉手当の削減
（効果額　４６億６，０００万円）

ごみ処理手数料の見直し

これまで無料だった１００kg以下の粗大ごみと、
1日１０kg以下の事業系ごみの手数料を、
適正な受益者負担と事業者処理責任の観点から見直し
（見直し額　８億１,７００万円)

生活保護受給者に対する
夏期年末慰問金

これまでは、生活保護費に上乗せして支給
していましたが、平成１５年度は市単独分の
見直しを行い、平成１６年度は県の制度改正
に伴い全廃　（見直し額　２億２，８００万円）

新川崎地区整備事業

横須賀線の新駅設置を前提とし
た土地区画整理事業を大幅に
見直し

京浜急行大師線連続立体交差事業

早期に事業効果を発揮させるため、費用対効果の大き
い産業道路部分を優先的に立体交差
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3.  川崎市債の状況
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3-1.　地方債の安全をまもる仕組み33--1.1.　地方債の安全をまもる仕組み　地方債の安全をまもる仕組み

1　地方債の元利償還に対する国の財源保障
　・地方債の元利償還に必要な財源を国が保障します。

2　地方債の借り入れ時の措置＝起債許可制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成18年度からは起債協議制度）
　・個々の地方公共団体が地方債の元利償還に支障を来たさないよう、かなり
　　安全を見込んで地方債の発行を事前に制限しています。

3　実質赤字が一定水準以上となった場合の措置＝財政再建制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（財政再建をしない場合には起債制限）
　・国が予算編成に関与することにより、他の行政施策に優先して地方債の元
　　利金を確実に償還します。



16

3-2.　個人向け市債発行に関する基本的な考え方33--2.2.　個人向け市債発行に関する基本的な考え方　個人向け市債発行に関する基本的な考え方

市政参画と、民間資金を重視した発行へ市政参画と、民間資金を重視した発行へ

◎　市政参画を重視
　　　　－　使途目的を明確に→ミニ公募債は、ミューザ川崎シンフォニーホール、
　　　　　　　　　　　　　　市民健康の森などの事業に活用

◎　公募化を促進
　　　　－　市場公募債：銀行等引受債の構成比を84%：16%へ

◎　民間資金比率の高まりにおける対応
　　　－　公的資金の減少を見込む　
　　　　　→民間資金：公的資金の構成比を85%：15%へ
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3-3.　平成16年度発行計画（実績）33--3.3.　平成　平成1616年度発行計画（実績）年度発行計画（実績）

0505017020050500250505050970合　　計

50505050505050505045010年
共同発行

市場公募債

000170150000200000520小　　計

2月
16年
4月

150

20

350

発行
総額

15年

5年

5年

償還

期間

全国型

市場公募債

住民参加型

ミニ市場公募債

全国型

市場公募債

区　　分

川
崎
市
個
別
発
行

9月8月

200

7月6月5月

150

20

150

3月
17年
1月12月11月10月

※今後の状況の変化により、上記の発行計画を変更する場合があります。
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AA+opAA+opAApAAp千葉市千葉市

AAopAAopAA+pAA+p札幌市札幌市

AA+opAA+opAA+pAA+p仙台市仙台市

AAopAAopAA+pAA+p川崎市川崎市

AAopAAopAA+pAA+pさいたさいたまま市市

AAopAAopAApAAp横浜市横浜市

名古屋市名古屋市

政令市名政令市名

AAopAAop

R&IR&I

AApAAp

JCRJCR

AAopAAopAAAA--pp広島市広島市

AAAA--opopAAAA--pp京都市京都市

AAAA--opopAAAA--pp大阪市大阪市

AAAA--opopAAAA--pp神戸市神戸市

AAopAAopAA+pAA+p北九州市北九州市

福岡市福岡市

政令市名政令市名

AAAA--opop

R&IR&I

AApAAp

JCRJCR

市債の特徴市債の特徴

各政令都市の格付け各政令都市の格付け

3-4.　川崎市債の特徴と格付け33--4.4.　川崎市債の特徴と格付け　川崎市債の特徴と格付け

※ JCR格付公表日は2004年1月28日になります。
※ R&I格付公表日は2003年8月 4日になります。

JCR：株式会社　日本格付研究所
R&I：株式会社　格付投資情報センター

債務履行の確実性は高く、部分的に優れた要素がある。Ａ

債務履行の確実性は極めて高く、優れた要素がある。ＡＡ

債務履行の確実性は最も高く、多くの優れた要素がある。ＡＡＡ　

Ｒ＆I　長期債（長期優先債務格付け及び個別債券格付け）符号と定義

プラス(＋)、マイナス(－)表示
ＡＡ格からＣＣＣ格については、上位格に近いものにプラス、
下位格に近いものにマイナス表示をすることがあります。
尚、CC格には、契約内容等による債権者の地位や回収の
可能性を反映して、長期優先債務格付けと異なる格付け
をする場合、プラス、マイナスを付けることがあります。

■都市としての競争力確保
■安定的な財政基盤（格付機関からも高い評価）
■行財政改革の確実な進捗
■投資家ニーズに合わせた発行形態　(市場の評価）
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【お問い合わせ先】【お問い合わせ先】

■　川崎市財政局財政部資金課

　　　　　TEL: 044-200-2182・2183
　　　　　FAX: 044-200-3904
　　　URL: http://www.city.kawasaki.jp

■　IR専用ページを開設いたしました。是非ご覧ください。

　　 （ IR専用ページ：http://www.city.kawasaki.jp/23/23sikin/home/ir/ir.htm ）


